

































































































































































































































































































































計画策定の提案主体 市社協 市社協 市社協 市社協
計画策定方法モデルの
提案主体
市社協 市社協 市社協 市社協
計画推進期間 平成4年度～11年度 平成13年度～17年度 平成19年度～23年度 平成24年度～28年度
計画策定事務局 市社協 市社協 市社協 市社協
てはならない。
O市社協が策定した第1次，第2次の計画は，
住民主体というより市社協事務局および計画策定委
員が主体となり策定されたため，住民の計画という
よりむしろ市社協事務局の計画となったのが現実で
あった。また，小地域ごとに抱える地域問題やその
対応状況が異なっていたが，それら固有性に十分に
対応しうる計画内容とはならなかった。O市社協は
この状況を課題として捉え，その解決を図るため，
2000年度より地区福祉活動計画の策定に取り組み
はじめた（表2）。
地区福祉活動計画の策定にあたり，市社協が各地
区社協に対し地区福祉活動計画の策定を呼びかけ，
その策定方法のモデルを各地区社協に提示した。そ
のモデルとは，①全世帯を対象とした福祉意識アン
ケートを実施，②住民懇談会を開き，アンケート結
果について議論，③地区社協等により構成された計
画策定委員会を設置，④計画策定委員会により計画
を策定，といった流れを示したものであった。アン
ケートの質問項目は市社協が考案したものを用い，
市内すべての地区社協が質問紙を全世帯に配布し，
回収した。しかし，アンケート調査を経て，計画策
定委員会を実際に設置した地区社協は8地区に留まっ
た。この委員会の構成メンバーは，地区により若干
の差異があったものの，その多くは地区社協長，地
域福祉サポーター，民生委員児童委員，高齢福祉推
進員といった地区社協の中心的メンバーにより成り
立つものであった。
結果として第1次地区福祉活動計画は，市内で
地区社協が18地区にあるなかで，うち8地区のみ計
画の策定が完了した。その内容は，その時点におい
て実施していた地区社協の年間活動内容をそのまま
掲載したものが主であり，この計画は地区住民のも
のではなく，地区社協のものという性格が強いもの
であった。
市社協は，すべての地区において計画を策定する
必要性を認識し，2009年度より第2次地区福祉活
動計画の策定に取り組みはじめた。第1次計画策
定時と同様に，市社協が各地区社協に計画の策定を
呼びかけて，計画策定の必要性について市社協と地
区社協との間で共通認識をもった。策定方法につい
ては，市社協が地区社協に一方的に提示するのでは
なく，地区社協の主要メンバーにより計画策定検討
委員会を組織し，そこで計画策定の方法について検
討し，方法モデルを考案した。この委員会の委員は，
18地区の社協の互選により選出された者により構
成された。その方法モデルとは，①策定委員会の委
員は，地区社協の主要メンバーのみで構成するので
はなく，自治会をはじめとする各種団体を含める，
②老若男女を問わず，様々な立場の住民に呼びかけ
住民懇談会を開き，地域問題について議論し，問題
意識と解決方針を住民の間で共有する，③アンケー
トを実施するか否かは，地区社協の意思に任せる，
④計画書は，A4用紙で数枚程度とする，といった
内容のものであった。
結果として，①計画策定委員会は，地区社協の主
要メンバーのみで構成した地区や各種団体を含めて
構成した地区，②住民懇談会は，地区社協の主要メ
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表２ 地区福祉活動計画の策定態勢の推移
第1次計画注1） 第2次計画注2）
策定済地区数 8地区 18地区
策定方法 福祉意識アンケート調査（全世帯対象）を参
考に，地区社協が策定
計画策定検討委員会による策定方法モデルを
参考に，地区社協の創意工夫により策定
策定委員会の構成 地区社協長，地域福祉サポーター，民生委員
児童委員，高齢福祉推進員
地区社協長，地域福祉サポーター，町内会，
各地域組織，民生委員児童委員，高齢福祉推
進員
計画策定の提案主体 市社協 市社協
計画策定方法モデルの
提案主体
市社協 計画策定検討委員会
計画策定事務局 地区社協 地区社協
表中の注
1）2001年度頃からの5ヶ年計画であり，地区により策定年度に若干の差がある。
2）2010年度頃からの5ヶ年計画であり，地区により策定年度に若干の差があるものの，計画終了年度は，2014年度にすべての
地区で一律にそろえている。
ンバーのみの間で行った地区や各種団体代表者を含
めて実施した地区，③アンケートを実施した地区や
しなかった地区，④計画書をA4用紙で10枚程度と
した地区や1枚とした地区，というように地区の
意思や実情に応じ，市内すべての18地区において
計画が策定された。計画内容は，その時点において
実施していた地区社協の年間活動内容をそのまま掲
載したものや必要性が低いと判断された事業を廃止
し，住民懇談会の意見に基づき新たな事業の実施を
計画したものなど，様々なものとなった。この計画
は，いずれも地区社協が主体となり実施するものと
なっており，第1次計画のように地区住民のもの
ではなく，地区社協のものという性格が強いもので
あることには変わりなかった。
地区社協の主要メンバーのみではなく，各種団体
代表者などの参加のもとに住民懇談会を開き，地域
問題とその解決方針について協議したうえで計画を
作り上げた６ヶ所の地区においては，いずれの地区
からも，地域問題について真面目に議論しあう場は
これまでに無かったので住民懇談会は有意義な機会
だという意見が住民から挙がった。
以上のように，第2次計画の策定は，市内すべ
ての地区において完了し，現在この計画を遂行して
いる状況にある。計画策定の過程や計画内容の質に
ついては地区により様々ではあるが，計画策定を契
機に，ある程度，地区住民の間で地域問題に関する
問題意識とその解決方針について共有され，共通の
目標を掲げたうえでの地域福祉の展開に結びついた
ものと考えられる。それは，計画を一貫して住民主
体により策定し，推進される形に少しは近づいたと
もいえよう。
第1次計画の策定が完了したのが8地区のみに
留まった一方で，なぜ第2次計画の策定は，すべて
の地区で完了したのか。それは，①計画策定方法の
モデルを計画策定検討委員会により考案したため，
地区社協の意思や実情に応じた方法モデルとなった
こと，②計画書をA4用紙で数枚程度とすることを
基準としたため，地区社協にとって負担がさほどか
からなかったこと，③住民懇談会における協議内容
をアンケート結果についてではなく，地域問題につ
いて話し合うこととしたため，住民が日頃から感じ
ている問題意識について自由に発言できたこと，と
いう点が理由として挙げられよう。つまり，計画を
策定するにあたり，地区にとっての負担を軽減する
一方で，意義ができるだけ高いものとなるように工
夫した結果，すべての地区で策定が完了したものと
考えられる。
Ⅴ O市社会福祉協議会における地区福祉
活動計画策定の今後の課題
先述したように，第1次計画ならびに第2次計
画ともに地区住民が相互に協力して計画を遂行する
ものではなく，地区社協が主体的に遂行するものと
いう性格が強い計画となった。なぜならば，計画策
定を呼びかけ，計画書の案を作成したのは地区社協
だからであった。そもそも地区社協とは，地区自治
会を構成する一部の組織である。地区社協は，地区
を代表する権限はなく，地区の福祉活動の推進を主
たる目的とする団体である。地区を代表し，あらゆ
る地域問題の取り扱いについて一定の責任や権限を
もつのは地区自治会である。よって本来ならば，計
画策定を呼びかけるのは，地区自治会と地区社協の
双方が行うべきであった。また，計画書の作成も，
その双方が責任をもち行うべきであった。地区社協
が行うから地区自治会もその動きに賛同するという
形ではなく，地区自治会も主体的に計画策定とその
推進に向けて動かなければならなかったのである。
また，18ある地区社協のうち一部の地区社協で
は，計画策定に対する意識が低かったところもみら
れ，そのような地区社協の意識をいかに高めるかが
課題として残された。意識が高まらなかった理由と
して，①地区社協長自身が地域福祉への関心が薄い
こと，②地区社協の構成員一人ひとりが地域問題を
問題として認識していないことが多々みられること，
③地区のなかで，地区社協の存在価値が低くみられ，
地区社協の影響力が低いこと，などが挙げられる。
本来ならば市社協は，このような実態を的確に分
析し，地区社協や地区住民の問題意識を高める仕掛
けを計画策定に先行して行わなければならなかった。
しかし，そのような作業を経ることなく計画策定を
各地区社協に一律的に働きかけた。その結果，計画
策定に対する意識が低いまま受け身的に計画策定に
踏み切ったため，形骸化した計画が策定された地区
が現れた。
次に，計画策定の方法について課題を指摘しなけ
ればならない。それは，地区において，問題解決の
方針を検討する過程についての課題である。先述の
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ように，基本的に住民懇談会において，住民の間で
地域問題とその解決方針について議論し，その内容
に基づき計画を策定した。その過程では，問題の発
生要因を十分に検討することなく問題の解決方針を
検討した。このため，結果的に対症療法的な解決方
針が描かれた計画内容とならざるを得なかった。問
題の発生要因そのものの改善を図ることを志向する
問題解決行動を起こさなければ，根本的な問題の解
決には至らない。地域問題の多くは，社会のしくみ
から生起しており，また，地域により問題の内容や
発生要因は異なる。したがって，問題の発生要因を
十分に検討することなく問題解決方針を定めるべき
ではない。
これらの反省をふまえ，第4次市地域福祉活動計
画では，住民の地域問題に対する問題意識を高める
ため，各地区での住民懇談会を繰り返し開催するこ
と。さらに，地域問題とその発生要因を分析し，把
握するための調査活動を住民と共に徹底して行うこ
と。そして，市社協や地区社協の力のみでは問題解
決を図ることはできないため，行政，企業，各種団
体などから構成される地域福祉推進委員会を結成し，
市内のあらゆる主体の総力により問題解決を図るこ
とが計画された。
この計画の推進過程を通じて住民をはじめとする
各主体の問題解決能力が形成され，持続的な地域福
祉の展開が期待される。
Ⅵ おわりに
地域福祉の推進において住民参加は必要不可欠な
要素と考えられる。地域の住民活動をどのように地
域福祉に加えていくかは，少子高齢化時代には重要
な課題である。高度経済成長時代に形作られた我が
国の社会福祉制度が現在の少子高齢化の時代の社会
にあてはまらなくなって久しい。地域福祉を推進し
ていく目標を掲げている現在において，住民が福祉
に積極に参加しているかどうかは疑わしい。多くの
住民にとって，地域福祉の推進は，自分のこととは
考えられていない。地域社会が抱える生活の課題を，
自分自身のことと捉え，地域社会に積極的に参加す
る姿勢を醸成することは，社会福祉にとって急務と
思われる。社会福祉協議会の活動を通して，そのよ
うな姿勢の醸造をはかる上で，住民の生活圏域に根
ざした地区の住民活動を，地区福祉活動計画として，
きめ細やかに策定することは重要なことである。地
域の生活課題の把握，アセスメント，計画，実行，
評価といった一連の社会福祉の方法や技術を通して，
住民の社会参加を即していく必要があり，社会福祉
協議会の果たす役割は大きいと考えられる。
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